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2021確定～副知事回答・第１回幹事団交渉報告
「職員の奮闘に感謝」としながら、要求には一切応えず、給与カーブ引下げ等を逆提案
１年半以上、身を削って県民の命と健康、生活を守っている職員に対する感謝の形がこれ？
県労連は10月21日、2021確定交渉の副知事回答・第１回幹事団交渉を行いました。
冒頭武井副知事は、「いただいた要求書は多くの職員の要求と受け止めている。これまでの労使関係を踏まえ誠意を持って対応する。自主交渉自主決着の労使慣行を踏まえ、より良い解決を見出したい。」と挨拶。
続いて宮坂労務担当局長から個別の課題について回答がありました。（詳細３頁）
自治労県職労の見解
　回答は、「職員の奮闘に感謝」とは口先だけで、職員の切実な要求に一切応えず、マイナス勧告のみを実施しようとする大変遺憾なものです。
当局がいつまでも職員の善意にただ乗りし、職員の生活を顧みない姿勢に固執するのであれば、職員の心は離れ、やがて県民サービスに重大な影響を及ぼしかねません。

　できること、できないことは当然あるとしても、職員が心から納得できるものを示すことが「誠意ある交渉」です。
　自治労県職労は、給与カーブの見直しによる生涯賃金の引き下げを阻止し。この間の職員の努力に報いる回答を引き出すために、確定闘争に全力で臨みます。
自治労県職労の確定闘争重点要求
〇給与カーブの見直し
　高齢層職員のみならず、若年層職員の将来設計にも大きな影響を及ぼす見直しを撤回し、生涯賃金を維持・改善するよう求めます。
〇勤勉手当の成績率の凍結
　コロナ対応で、直接対応している職員も、後方支援や応援職員を送り出している職場の職員も奮闘しています。差をつけることは士気を低下させるだけで適切ではありません。コロナ禍が終息するまでは、成績率による区分を凍結し、一律に標準とすべきです。
〇初任給の改善
　東京都など、都内の公務員と比較して低い水準の初任給、若年層賃金の大幅な改善を求めます。
〇在宅勤務手当
　在宅勤務に係る光熱水費等の相当額を実費弁償としての支給を求めます。
〇豚熱特勤
　豚熱対応に従事した職員の努力に報いるため、業務の不快、困難の程度が相当高いことを踏まえ、手当額については、感染症等接触手当の「新型コロナウイルス感染症に係る特例」を上回る手当額とすることを求めます。
〇一時金の差額の支給
　コロナ対応で、奮闘している職員の努力に報いるため、特例として、一時金の民間との格差である0.01月分は余すことなく配分することを求めます。
〇民間の非正規労働者が保証されている男女雇用機会均等法、労働法制の非正規職員への保障
　公務の非正規職員は、法の谷間に置かれています。男女雇用機会均等法や労働法制などで民間の非正規労働者が保障されている諸権利について、最低限、同等の権利を保障すべきです。
〇時間外勤務時間の上限規制
　コロナ対応を含めて、頻発する災害対応等を踏まえ、上限規制の例外規定の在り方などについての検証を求めます。
〇結婚休暇の運用改善
　コロナ禍による影響を踏まえ、結婚休暇の取得可能時期を延長できるよう運用の改善を求めます。
〇カスタマーハラスメントへの対応方針の確立
　県民等からの理不尽な対応について、所属として適切に対応するよう方針を確立し、管理職研修により徹底することを求めます。
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県労連確定闘争交渉日程
10月22日（金）県労連支部代交渉

26日（火）県労連第2回幹事団交渉

29日（金）総決起集会（WEB開催）

11月  1日（月）副知事決議文手交

2日（火）県労連第3回幹事団交渉

8日（月）県労連最終幹事団交渉

9日（火）自治労県職労拡大評議委員会

11日（木）戦術配置
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